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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 114,038 4.4 2,425 44.7 1,542 12.3 914 56.2

28年3月期 109,216 0.5 1,676 97.2 1,373 188.9 585 144.3

（注）包括利益 29年3月期　　2,544百万円 （―％） 28年3月期　　△1,837百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 26.85 26.25 6.9 2.5 2.1

28年3月期 17.18 16.87 4.5 2.2 1.5

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 312百万円 28年3月期 258百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 61,143 14,518 23.6 423.41

28年3月期 61,886 12,133 19.5 353.69

（参考） 自己資本 29年3月期 14,417百万円 28年3月期 12,044百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 4,899 △695 △3,447 4,748

28年3月期 710 △804 324 3,994

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 170 29.1 1.3

29年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 170 18.6 1.3

30年3月期(予想) ― ― ― 50.00 50.00 28.4

（注）当社は、平成29年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施する予定であるため、平成30年3月期（予想）の１株当た
り配当金につきましては、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載しております。株式併合を考慮しない場合の平成30年3月期（予想）期末の１株当たり配当
金は5円となり、１株当たりの年間配当金につきましても5円になります。詳細につきましては、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧く
ださい。



3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 51,000 △3.3 600 △31.9 300 △39.5 200 △3.2 5.87

通期 110,000 △3.5 1,600 △34.0 800 △48.1 600 △34.3 176.20

（注）平成30年3月期の通期の連結業績予想における1株当たり当期純利益につきましては、株式併合の影響を考慮しております。株式併合を考慮しない場合
の平成30年3月期の連結業績予想(通期)における1株当たり当期純利益は17円62銭となります。詳細につきましては、「業績予想の適切な利用に関する説明、
その他特記事項」をご覧ください。

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 37,874,000 株 28年3月期 37,874,000 株

② 期末自己株式数 29年3月期 3,824,405 株 28年3月期 3,819,912 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 34,051,600 株 28年3月期 34,055,039 株

（参考）個別業績の概要

1. 平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 75,657 2.3 1,209 36.4 1,306 65.6 929 ―

28年3月期 73,952 3.2 887 14.5 789 4.8 △2,674 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 27.21 26.60

28年3月期 △78.32 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 45,452 11,256 24.5 326.75

28年3月期 47,530 10,014 20.9 290.72

（参考） 自己資本 29年3月期 11,154百万円 28年3月期 9,926百万円



2. 平成30年 3月期の個別業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 35,000 △0.4 400 △22.7 300 299.8 8.78

通期 75,000 △0.9 900 △31.1 700 △24.7 205.03

（注）平成30年3月期の通期の個別業績予想における1株当たり当期純利益につきましては、株式併合の影響を考慮しております。株式併合を考慮しない場合
の平成30年3月期の個別業績予想(通期)における1株当たり当期純利益は20円50銭となります。

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況　（４）今後の見通し」をご覧ください。

（株式併合後の配当及び業績予想について）

　当社は平成29年5月12日開催の取締役会において、平成29年6月29日開催予定の第131回定時株主総会に株式併合について付議することを決議し、同株主
総会での承認を条件に、平成29年10月1日を効力発生日として、普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施することとしております。また、株式併合と同
日付で、単元株式数の1,000株から100株への変更を併せて実施する予定です。なお、株式併合考慮前に換算した平成30年3月期の配当予想及び業績予想は
以下のとおりとなります。

　１．平成30年3月期の配当予想

　　１株当たり配当金

　　　期末　5円

　２．平成30年3月期の通期業績予想

　　１株当たり当期純利益

　　　通期17円62銭
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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策などを背景に、雇用・所得環境の改善が

進むなど、緩やかな回復基調が続いているものの、米国の新政権発足による政策運営や英国のＥＵ離脱問題などにより、

海外経済の不確実性が増大するなど、景気は依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。 

このような経済環境のなか、当社グループの事業基盤であります水産、水産加工・流通、食品の各分野におきまして

は、少子高齢化による国内市場が縮小傾向にあるなか、一部には価格よりも品質を重視した選別消費の動向が見られる

ものの、消費者の節約志向は依然として根強く、引き続き厳しい環境下にありました。 

このような情勢のもとで、当社グループは、３ヵ年経営計画「第131期中期経営計画（100周年への飛躍）」の初年度

として、人材と組織の連携強化を図るとともに、「浜から食卓まで」をカバーした当社グループならではの強みを活か

した営業展開を推し進めてまいりました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,140億38百万円と前連結会計年度比48億21百万円の増加となりました。営

業損益は24億25百万円の利益となり前連結会計年度比７億49百万円の増加となりました。経常損益は15億42百万円の利

益となり前連結会計年度比１億68百万円の増加となりました。 

特別損益におきましては、特別利益として35百万円を計上し、特別損失として10百万円を計上いたしました結果、親

会社株主に帰属する当期純損益は９億14百万円の利益となり前連結会計年度比３億29百万円の増加となりました。 

セグメント別の概況は次のとおりであります。 

＜食品事業＞ 

すり身部門では、市況の低迷が影響し、売上、営業利益ともに減少いたしました。鮮凍水産物部門では、カニは原

料相場が高騰したものの、取扱量の確保に努め、売上は増加いたしましたが、営業利益は前連結会計年度並みとなり

ました。助子は原料相場が上昇するなか製品の生産効率化に努め、北方凍魚はホッケやアカウオの販売が堅調に推移

し、それぞれ売上、営業利益ともに増加いたしました。加工食品部門では、ツナフレークは原料価格が高騰し販売が

低調に推移いたしましたものの、コンビニ向け新規商材の販売などが伸長いたしました結果、売上、営業利益ともに

増加いたしました。 

これらの結果、売上高は725億18百万円となり前連結会計年度比49億47百万円の増加となりました。セグメント損

益は17億47百万円の利益となり前連結会計年度比５億36百万円の増加となりました。 

＜海洋事業＞ 

漁網・漁具資材部門では、官公庁向け漁具資材や底曳用漁具資材の販売などが堅調に推移し、売上、営業利益とも

に増加いたしました。一方、船舶・機械部門では、船体一括受注案件の減少や船舶用機器類の販売が低調に推移し、

売上、営業利益ともに減少いたしました。養殖部門では、養殖用生簀や機資材、養殖魚向け配合飼料の拡販に努めま

した結果、売上、営業利益ともに増加いたしました。 

これらの結果、売上高は180億34百万円となり前連結会計年度比88百万円の増加となりました。セグメント損益は

７億67百万円の利益となり前連結会計年度比１億36百万円の増加となりました。 

＜機械事業＞ 

機械事業におきまして、国内では前連結会計年度に比べ工場一括受注などの大型案件が少なく、売上は減少いたし

ましたが、食品加工業界・惣菜加工業界向け各種生産設備など幅広く受注が進み、営業利益は増加いたしました。海

外では韓国向け豆腐製造ラインや中国向け食品工場生産設備の受注が堅調に推移し、売上、営業利益ともに増加いた

しました。 

これらの結果、売上高は103億66百万円となり前連結会計年度比５億92百万円の減少となりました。セグメント損

益は７億10百万円の利益となり前連結会計年度比１億85百万円の増加となりました。 

＜資材事業＞ 

資材事業におきまして、化成品部門では、包装資材のレジンや粘着シートの販売は減少いたしましたが、住宅用シ

ートや印刷用フィルムの販売が伸長いたしました結果、売上、営業利益ともに増加いたしました。農畜資材では、農

業用ハウス資材の販売が減少し、売上は減少いたしましたが、既存商材の拡販に努めました結果、営業利益は前連結

会計年度並みとなりました。 

これらの結果、売上高は103億11百万円となり前連結会計年度比３億26百万円の増加となりました。セグメント損

益は２億79百万円の利益となり前連結会計年度比27百万円の増加となりました。 
  



＜バイオティックス事業＞ 

バイオティックス事業では、大手食品メーカー向けに「アグリマックス」や「イムバランス」素材の拡販や、薬

局・通販向けの販売が堅調に推移いたしました結果、売上高は２億96百万円となり前連結会計年度比23百万円の増加

となりました。セグメント損益は37百万円の利益となり前連結会計年度比14百万円の増加となりました。 

＜物流事業＞ 

物流事業では、九州地区における食品を中心とした運送業を展開し、新規配送業務の受注や配送センターの業務効

率化による経費削減に努めましたものの、売上高は24億27百万円となり前連結会計年度比31百万円の増加となりまし

た。セグメント損益は28百万円の損失となり前連結会計年度比82百万円の減少となりました。 

＜その他＞ 

その他の事業といたしまして、不動産の賃貸、人材派遣業などを行っており、売上高は83百万円となり前連結会計

年度比３百万円の減少となりました。セグメント損益は64百万円の利益となり前連結会計年度比５百万円の減少とな

りました。 

 

（２）当期の財政状態の概況 

①資産 

当連結会計年度における資産の部は611億43百万円となり、前連結会計年度比７億43百万円の減少となりました。

これは、主として、現金及び預金の増加８億80百万円、たな卸資産の減少21億42百万円、前渡金の減少３億９百万円、

投資有価証券の増加９億22百万円などによるものであります。 

②負債 

負債の部は466億24百万円となり、前連結会計年度比31億29百万円の減少となりました。これは、主として短期借

入金の減少15億76万円、１年内償還予定の社債の減少34億80百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少３億38百万

円、長期借入金の増加23億86百万円などによるものであります。 

③純資産 

純資産の部は145億18百万円となり、前連結会計年度比23億85百万円の増加となりました。これは、利益剰余金の

増加７億43百万円、その他有価証券評価差額金の増加４億79百万円、為替換算調整勘定の増加11億16百万円などによ

るものであります。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、47億48百万円（前連結会計年度比18.9％の増）となりました。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益15億67百万円、たな卸資産の21億41百万円減少な

どにより、48億99百万円のプラスとなりました。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形及び無形固定資産の取得による支出５億62百万円などにより、６億95

百万円のマイナスとなりました。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額△15億74百万円、長期借入れによる収入58億円、長

期借入金の返済による支出△37億51百万円、社債の償還△37億30百万円などにより、34億47百万円のマイナスとなり

ました。 

 

  



（４）今後の見通し 

次期の見通しにつきましては、当社グループを取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況が続くものと予想されますが

各事業ともに収益確保をめざしてまいります。 

当連結会計年度からスタートいたしました３ヵ年経営計画「第131期中期経営計画（100周年への飛躍）」の経営方針

であります当社グループ全事業部門での黒字化の実現に向け、人材と組織の連携を強化し、事業の拡大を図るとともに、

掲げた目標にこだわりを持って確実に実践していく所存であります。 

食品事業におきましては、引き続き利益体質の再構築を行うとともに、原料調達から製造・販売までの一貫した体制

を整備し、付加価値の高い商材や商品開発に注力してまいります。海洋・機械・資材の各事業におきましては、利益体

質の更なる安定化を図るとともに、海外市場の販売強化や販売チャネルの拡大など、積極的な営業展開に努めてまいり

ます。 

これにより、次期の連結売上高は1,100億円、連結営業利益は16億円、連結経常利益は８億円、親会社株主に帰属す

る当期純利益は６億円と予想しております。 

  

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、連結財務諸表の経年及び企業間での比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表を作成す

る方針であります。 

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。 

 





















（５）連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。  

 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この結果、当連結会計年度において損益に与える影響は軽微であります。 

 

(追加情報) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を当連結会計

年度から適用しております。 

 

(セグメント情報等) 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。 

当社グループは食品、海洋、機械、資材、バイオティックス、物流等の複数の事業を営んでおり、その事業区

分ごとに当社及び当社の連結子会社が単一もしくは複数の事業に従事する事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは事業別のセグメントから構成されており、「食品事業」、「海洋事業」、「機械

事業」、「資材事業」、「バイオティックス事業」、「物流事業」の６つを報告セグメントとしております。 

「食品事業」は、すり身、鮮魚、冷凍魚、魚卵、切身加工品、魚卵加工品、くん製加工品の製造・加工・販売

を主な事業としております。「海洋事業」は、底引漁具、旋網漁具、養殖用資材、船体、船用機器、船用品の製

造・加工・販売を主な事業としております。「機械事業」は、食品加工機械の製造・加工・販売を主な事業とし

ております。「資材事業」は、塩化ビニールシート、ダンボール、紙器、農畜資材の販売を主な事業としており

ます。「バイオティックス事業」は、発酵大豆製品、健康食品の製造・加工・販売を主な事業としております。

「物流事業」は、物流配送を主な事業としております。 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。 

 
  



３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント 

その他 合計 
食品事業 海洋事業 機械事業 資材事業

バイオテ
ィックス
事業 

物流事業 計 

売上高   

  外部顧客への売上高 67,570 17,945 10,959 9,984 273 2,395 109,129 86 109,216

  セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

353 602 54 239 0 16 1,267 － 1,267

計 67,923 18,547 11,013 10,224 274 2,412 110,396 86 110,483

セグメント利益 1,211 630 525 251 22 53 2,695 69 2,765

セグメント資産 28,966 14,190 4,157 4,185 224 605 52,329 710 53,040

その他の項目   

減価償却費 304 199 42 15 1 30 594 10 604

減損損失 318 － － － － － 318 － 318

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加
額 

243 345 1 0 1 143 734 7 741

のれんの償却額 45 － － － － － 45 － 45

のれんの未償却残高 － － － － － － － － －

(注) 1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に不動産賃貸業を営んでおりま

す。 

 2 食品事業の減損損失は、のれんの減損損失によるものであります。 

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント 

その他 合計 
食品事業 海洋事業 機械事業 資材事業

バイオテ
ィックス
事業 

物流事業 計 

売上高   

  外部顧客への売上高 72,518 18,034 10,366 10,311 296 2,427 113,954 83 114,038

  セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

140 686 90 213 － 33 1,164 － 1,164

計 72,658 18,720 10,457 10,525 296 2,461 115,119 83 115,202

セグメント利益 
又は損失（△） 

1,747 767 710 279 37 △28 3,513 64 3,577

セグメント資産 27,557 13,747 3,519 4,722 219 718 50,486 688 51,174

その他の項目   

減価償却費 344 186 37 15 1 57 642 10 652

減損損失 － － － － － － － － －

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加
額 

292 172 29 0 0 137 630 14 645

のれんの償却額 － － － － － － － － －

のれんの未償却残高 － － － － － － － － －

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に不動産賃貸業を営んでおります。 



 ４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円） 

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 110,396 115,119

「その他」の区分の売上高 86 83

セグメント間取引消去 △1,267 △1,164

連結財務諸表の売上高 109,216 114,038

  

（単位：百万円） 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 2,695 3,513

「その他」の区分の利益 69 64

セグメント間取引消去 － －

全社費用(注) △1,089 △1,152

連結財務諸表の営業利益 1,676 2,425

(注)全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

（単位：百万円） 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 52,329 50,486

「その他」の区分の資産 710 688

全社資産(注) 8,846 9,968

連結財務諸表の資産合計 61,886 61,143

(注)全社資産は、各報告セグメントに帰属しない全社資産であり、その主なものは親会社の管理部門に係る資産等

であります。 

  

（単位：百万円） 

その他の項目 

報告セグメント計 その他 調整額(注) 連結財務諸表計上額

前連結 
会計年度 

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結 
会計年度 

前連結 
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 594 642 10 10 97 91 701 743

減損損失 318 － － － － － 318 －

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

734 630 7 14 10 59 752 704

のれんの償却額 45 － － － － － 45 －

のれんの未償却残高 － － － － － － － －

(注)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、親会社の管理部門の設備投資額であります。 

 
  



(１株当たり情報) 

 
前連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 
  至  平成28年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成28年４月１日 
  至  平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 353円69銭 423円41銭 

１株当たり当期純利益金額 17円18銭 26円85銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 16円87銭 26円25銭 

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 
前連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 
  至  平成28年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成28年４月１日 
  至  平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 585 914 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
当期純利益(百万円) 

585 914 

普通株式の期中平均株式数(株) 34,055,039 34,051,600 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数（新株予約権）(株) 623,184 778,375 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

－ － 

  

(重要な後発事象) 

当社は、平成29年5月12日開催の取締役会において、株式併合(10株を1株に併合)、単元株式数の変更(1,000株から

100株に変更）及び発行可能株式総数の変更(154,514,000株から15,149,600株に変更)を平成29年6月29日開催予定の

第131回定時株主総会に付議することを決議しました。 

 詳細につきましては、本日(平成29年5月12日)公表いたしました「株式併合、単元株式数の変更および発行可能株

式総数の変更に関するお知らせ」をご覧ください。  
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